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災害廃棄物等の処理に関する協定書 

 

館山市（以下「甲」という。）と株式会社 和幸（以下「乙」という。）は、令和元年房

総半島台風及び令和元年東日本台風の被災対応を踏まえ、地震等災害（地震、風水害、そ

の他特殊な災害をいう）及び不測の事態において、甲及び甲の関連する処理施設において

処理が困難となった災害廃棄物等の処理を円滑に実施するための相互支援について、次の

とおり協定を締結する。 

 

 

（趣旨） 

第１条 本協定書は、館山市内において地震等災害及び不測の事態が発生した場合におけ 

る災害廃棄物等の処理に関し、甲が乙に協力を要請するに当たって必要な事項を定める 

とともに、不測の事態に備えて日ごろから甲乙間で情報共有を図ることを目的とする。 

 なお、乙は必要に応じて乙の協力会社とともに、本協定書の実施に当たるものとする。 

 

 

（定義） 

第２条 本協定書において「災害廃棄物等」とは、地震等災害の発生により生じた廃棄 

物、並びに甲及び甲の関連する一般廃棄物処理施設等が地震等災害又は不測の事態によ 

り停止した場合に処理が困難となった廃棄物をいう。 

 

 

（協力要請） 

第３条 甲は、次の各号の事業（以下「災害廃棄物等処理事業」という。）について、 

乙に協力を要請できるものとする。 

(1) 災害廃棄物等の撤去及び積込作業に関すること 

(2) 災害廃棄物等の収集運搬に関すること 

(3) 災害廃棄物仮置場の管理運営に関すること 

(4) 災害廃棄物等の処分に関すること 

(5) 前各号に伴う必要な事業に関すること 

 

 

（災害廃棄物等処理事業の実施） 

第４条 乙は、甲から要請があったときは、乙の協力会社とともに、甲が実施する災害 

廃棄物等処理事業に可能な限り協力するものとする。 

２ 乙は、災害廃棄物等処理事業の実施に当たっては、次の各号に掲げる事項に留意する 

ものとする。 

(1) 処理計画及び処理体制の構築に当たっては、関係法令を遵守すること。 

(2) 周囲の生活環境を損なわないよう十分に配慮した計画とすること。 

(3) 再利用及び資源化に配慮した計画とすること。 

 

 



（平時の情報共有） 

第５条 甲乙は、本協定の内容確認並びに情報交換を目的として、原則として毎年度１回 

以上、次の各号について協議し、情報共有を図るものとする。 

(1) 想定される災害及び不測の事態について 

(2) 協力要請の手続き及び手順について 

(3) 災害廃棄物等の撤去及び積込作業について 

(4) 災害廃棄物等の収集運搬について 

(5) 災害廃棄物等の処分について 

(6) その他必要な事項 

 

 

（個別契約書の締結） 

第６条 本協定書に基づき、甲が災害廃棄物等処理事業を乙に委託する場合は、その内容 

に基づき別途個別契約書を締結するものとする。 

 

 

（費用の負担） 

第７条 第３条に規定する要請に基づき、乙が実施した災害廃棄物等処理事業に要した費 

用については、甲と乙で協議の上、決定するものとする。 

 

 

（甲の解除権） 

第８条 乙が、協定締結時に有する廃棄物処理業の許可を喪失するなど、甲の望む要件を 

 満たせなくなった場合、甲は、本協定書を解除できるものとする。 

 

 

（暴力団等排除に係る解除） 

第９条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、本協定書を解除することが 

できる。 

(1) 乙の役員等（法人にあっては非常勤を含む役員及び支配人並びに営業所の代表者、 

その他の団体にあっては法人の役員等と同様の責任を有する代表者及び理事等、個人 

にあってはその者及び支店又は営業所を代表する者をいう。以下同じ。）に次に掲げ 

る者がいると認められるとき。 

ア 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７ 

７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団関係者（暴力団員ではないが暴対法第２条第２号に規定する暴力団（以下 

「暴力団」という。）と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法 

行為等を行う者をいう。以下同じ。） 

(2) 乙の経営又は運営に暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）が 

実質的に関与していると認められるとき。 

(3) 乙の役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営 

若しくは運営に実質的に関与している法人等（法人その他の団体又は個人をいう。以 

下同じ。）を利用するなどしていると認められるとき。 



(4) 乙の役員等又は使用人が、暴力団若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経営若しく 

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する 

など暴力団の維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

(5)  乙の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を 

有していると認められるとき。 

(6) 乙の役員等又は使用人が、前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りな 

がら、これを利用するなどしていると認められたとき。 

(7)  乙が、暴力団又は暴力団員等から、妨害又は不当要求を受けたにもかかわらず、警 

察への被害届の提出を故意又は過失により怠ったと認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定により本協定書を解除したときは、これによって生じた甲の損害の 

賠償を乙に請求することができる。 

３ 甲は、第１項の規定により本協定書を解除したことにより、乙に損害が生じても、そ 

の責めを負わないものとする。 

 

 

（有効期間） 

第１１条 本協定書の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。 

ただし、期間満了の１ヶ月前までに、甲、乙いずれからも書面による解約の申し出がな 

いときは、さらに１年間期間を延長するものとし、以降も同様とする。 

 

 

（規定のない事項の取扱い） 

第１２条 本協定書に定めのない事項及び各項に協議が生じた場合は、必要に応じ、甲乙 

協議の上、解決するものとする。 

 

 

 

この協定の締結を証するため本書を２通作成し、甲乙記名の上、各自１通を保有する。 

 

令和４年２月２５日 

 

   甲 千葉県館山市北条１１４５－１ 

     館山市 

                   館山市長 金 丸 謙 一  ＜押印＞ 

 

 

 

                 乙 千葉県木更津市清見台南１－１１－１１ 

株式会社 和幸  

代表取締役  前 橋 和 則  ＜押印＞ 


